
NSCAジャパンの規程と方針および手続き 

 

米国 NSCA 制定：2017 年 10月 

NSCA ジャパン版施行：2018 年 10 月 

NSCA ジャパン版一部修正：2021 年 10 月 

 

NSCAジャパンの規程と方針および手続き 

専門職の倫理規程 

懲戒手続き 

 

NSCA ジャパンは、専門職者の非営利団体で、日本におけるストレングス＆コンディショニング専門職の発展

に力を尽くしている。 

この目標を推進するために、NSCA ジャパンに関わるすべての専門職は、自らの言動に責任をもち、常にプロ

フェッショナルとしての高潔さと職業意識をもって行動しなければならない。以下の方針の目的は、NSCA ジャ

パンの専門職に求められる行動の原則と基準を定めることであり、NSCA ジャパンの名声、評判、高潔さが傷つ

くことのないように守ること、さらに、理事会や事務局がそれらの原則や基準に対する違反の可能性を特定し

解決する道筋を定めることである。 

NSCA ジャパンには、その専門職に対する行動基準を定める固有の権限と責務がある。それは、懲戒の根拠は

何かを明確にするためであり、NSCA ジャパンの「専門職の倫理規程」を順守できなかった専門職に懲戒処分を

科すためである。 

 

適用範囲 

1. ここに定義される専門職の倫理規程は、NSCA ジャパンのすべての専門職に適用される。 

2. 懲戒手続きは、専門職の倫理規程の潜在的な違反の解決に用いる。 

 

監督 

理事会 NSCA ジャパンの理事会は、「専門職の倫理規程」および「懲戒手続き」（これらを合わせて「NSCA ジ

ャパンの基準と手続き」という）の監督に責任を負うものとする。 

 

倫理委員会 倫理委員会は、理事会により任命され、理事により構成される。 

倫理委員会の任務には、以下が含まれる。 

1. 「NSCA ジャパンの基準と手続き」を定期的に見直し、更新の採用と施行を理事会に勧告する。 

2. 「専門職の倫理規程」の違反の疑いを調査し、その解決に関する勧告を行う。 

3. 聴聞委員会の委員として出席が可能な、NSCA ジャパンから独立した候補者を予め人選しておく。 

 

聴聞委員会 聴聞委員会は、事務局長によって任命され、「専門職の倫理規程」に関わる問題に関して最終的

かつ拘束力のある処分を決定する権限を付与される。聴聞委員会は理事および顧問弁護士で構成される。 

 



事務局長 事務局長またはその指名代理人は、告発を受理し、処理し、また理事会と倫理委員会および／また

は聴聞委員会による「NSCA ジャパンの基準と手続き」の実行を補佐する。 

 

 

NSCAジャパンの基準と手続きの監督または運営における利益相反 

「NSCA ジャパンの基準と手続き」のいかなる部分に関しても、運営を指名された個人が（事務局長および理

事会、倫理委員会、聴聞委員会の成員を含む）、事案の当事者や争点に関して利害が対立する場合、または「専

門職の倫理規程」の違反の疑いで告発されている場合は、かかる当事者の任務は代理人に委任され、調査、制

裁、投票を含め、当該事案へのいかなる関与も認められない。倫理委員会は、利益が相反する個人が関与する

ことなく、紛争、解任、委任などに関する決定を行うものとする。 

 

定義 

「専門職の倫理規程」「懲戒手続き」で用いられる用語には、常に以下の定義が適用される。 

 

出願者：NSCA 資格認定試験の出願手続き中のすべての人で、すでに出願手続きを完了した者も含む。 

 

資格認定者：NSCA ジャパンの現在有効な認定資格を有するすべての人。 

 

専門職：NSCA ジャパンのすべての会員、NSCA 資格認定試験の出願者または資格認定者。 

 

告発者：NSCA ジャパンの専門職を告発する個人。 

 

告発状：専門職の行動が、もしそれが真実であれば、「専門職の倫理規程」の違反に相当すると主張する人に

より提出された書面による陳述。 

 

会員：NSCA ジャパンのすべての現会員。 

 

通告書：告発に応えた倫理委員会または聴聞委員会からの正式な、書面による日付の記載された陳述。 

 

NSCA ジャパン：特定非営利活動法人 NSCA ジャパン 

 

NSCA ジャパンの基準と手続き：「専門職の倫理規程」および「懲戒手続き」のすべてに言及する用語。 

 

被告発者：告発の対象となった個人。 

 

 

  



NSCAジャパン専門職の倫理規程 

NSCA ジャパンは、その専門職が順守すべき倫理的行動の原則を忠実に履行する。 

「専門職の倫理規程」は、筋力トレーニング、コンディショニングおよびパーソナルトレーニングの専門職の

高い基準とプロ意識を確立し維持することを意図している。それは一般市民を擁護し、専門的職業を保護し、

NSCA ジャパンの基準と原則を維持するためである。また、我々の組織の使命を支えることにより、その有効性

を高めることも意図している。専門職は、これらの高潔かつ公正であるための基準を順守し、倫理的な行動を

奨励し、非倫理的な行動はこれを通報しなければならない。 

 

原則 

以下は、総則として書かれた原則であり、筋力トレーニング、コンディショニングおよびパーソナルトレー

ニングの専門職が遭遇するあらゆる状況に漏れなく対応しているわけではない。所定の原則の解釈と適用は、

「専門職の倫理規程」と関連づけて、事態の状況に応じて決定される。 

 

1 専門職は、その専門的職業の実践と関連して、すべての人の権利と福祉と尊厳を尊重しなければならな

い。そのために専門職は、 

1.1 人種、肌の色、宗教、性別、性的指向、性自認または性表現、出身国、障害、婚姻状況、あるいは

市民権に基づき差別を行ってはならない。 

1.2 すべての人に有能に、公正かつ平等に対応しなければならない。 

1.3 説明責任を果たすと同時に、すべての人の個人情報や秘密情報の秘密を守らねばならない。 

1.4 法的に強制されない限り、また書面による許可を得ることなく、アスリートやクライアントと無関

係な第三者に対し、いかなる情報も公開してはならない。 

 

2 専門職は、その専門的職業の実践と関連して、すべての適用法、政策および規制を順守しなければならな

い。そのために専門職は、 

2.1 すべての法令を順守しなればならない。 

2.2 NSCA ジャパンの会則および適用されるすべての規程、方針、手順、規則、基準およびガイドライン

を熟知し順守しなければならない。 

2.3 すべての著作権法と適用される出版基準を順守しなければならない。 

2.4 非倫理的な行動を容認したり、自ら携わってはならない。 

2.5 非倫理的な行動が疑われる場合は、これを通報しなければならない。 

 

3 専門職は高い基準を維持し推進しなければならない。そのために専門職は、 

3.1 直接間接を問わず、自らのスキル、訓練、専門資格、身分またはサービスに関して虚偽を述べては

ならない。 

3.2 教育または経験を通して提供する資格のあるサービスや、慣行法や他の関連法規により許可された

サービスだけを提供しなければならない。 

3.3 適切な場合には、さらに相応しい資格を有するフィットネスや医療保健の専門職にアスリートやク

ライアントを紹介しなければならない。 



3.4 研究および教育活動において、倫理的行動を維持し促進しなければならない。 

3.5 安全で効果的なトレーニング環境を提供し維持しなければならない。 

3.6 クライアントの指導中は、健全な良識を働かせる責任を負わねばならない。 

3.7 アスリートおよび／またはクライアントの健康と福祉と保護に全力を傾注しなければならない。 

3.8 継続教育活動を通して実践的、理論的な基礎に関する最新の知識を維持する努力を怠ってはならず、

アスリートやクライアントを傷害から守るために、知識とスキルおよび技術の継続的な向上に務め

なければならない。 

 

4 専門職は NSCA ジャパンに悪影響を及ぼすいかなる行為や行動にも従事してはならない。そのために専門

職は、 

4.1 個人としてもまた専門職としても、専門職の責任を損なうことのない方法で行動しなければならな

い。 

4.2 NSCA ジャパンとアスリートやクライアントの福祉よりも金銭的利益を優先してはならず、いかな

る取り決めにおいても、NSCA ジャパンおよびアスリートやクライアントを私的目的で利用しては

ならない。 

4.3 詐欺や偽造または偽計などの不正な手段により、資格認定証を入手したり、入手しようと企てたり

してはならない。 

4.4 詐欺や偽造または偽計などの不正な手段と知りながら、資格認定証を入手したり、入手しようと企

てる者に手を貸してはならない。 

4.5 資格認定証の非合法的な使用、または資格認定証や他のいかなる NSCA ジャパンの書類の偽造にも

携わってはならない。 

4.6 NSCA ジャパンの商標や名称を無許可で使用してはならない。 

4.7 NSCA ジャパンの資格認定試験の素材を、設問や問題の部分的な複製や複写も含め、無許可で所持お

よび／または配布してはならない。   



NSCAジャパン 懲戒手続き 

NSCA ジャパンは、ここに定める懲戒手続きに従って「NSCA ジャパン 専門職の倫理規程」の違反を決定し適

切な制裁を科すものとする。 

本規程が、問題に対処する具体的な手続きや手順をすべて網羅していない場合は、当該案件の処理において、

倫理委員会は追加の資料を用いて適切な手段を決定し適用することができる。本規程は、倫理委員会による検

討と提言、および理事会の承認により改正できる。 

 

告発 

いずれの専門職に対しても、誰でも告発を提出できる。NSCA ジャパンは、匿名の告発は受理しない。NSCA ジ

ャパン事務局も、違反の可能性に気づいた場合は、マスメディアやアンチドーピング機関、または裁判所など

のいかなる手段によっても告発を開始できる。 

告発は書面によるものとし NSCA ジャパン事務局長に宛て、以下のアドレスに提出しなければならない。 

nscajapan@nsca-japan.or.jp. 

事務局長は、すべての告発を直ちに倫理委員会に転送するものとする。 

告発は、個別のまたは問題となる事案に関する情報が不十分な場合、または告発された当事者または事案に

対する法的権限が無い場合は、倫理委員会によりいつでも却下ないし棄却される。 

 

暫定措置 

倫理委員会は、告発を処理するいかなる時点においても、すべての個人の安全および NSCA ジャパンとその

仕事やサービスの高潔性を担保するために暫定措置を講ずることができる。 

 

調査の通知と対応 

倫理委員会は、被告発者本人に対し、調査対象となっていることを直ちに通知するものとする。通知は、自

宅住所に送付され、NSCA ジャパンに登録された電子メールアドレスにもＥメールで送付される。かかる通知に

は、違反の可能性、告発状の写し、倫理委員会が所持するその他のすべての証拠および被告発者が回答を提出

すべき期限が含まれる。 

被告発者は、調査対象となっている当該状況や行為に関して、文書やその他の証拠、調査の参考となる証人

の連絡先などを含め、自らの立場を回答として提出することが奨励される。 

適切に通知されたにもかかわらず、被告発者が通知書に正式に記載された期限までに回答しなかった場合、

倫理委員会は懲戒手続きを進めることができる。 

 

調査 

告発を受理した倫理委員会は、告発された事案に関する調査を行うものとする。その調査には、面接、関連

文書の検討、事案に関与したすべての個人からの書面による陳述の要請、および電子的に入手可能な資料の検

討などが含まれるが、それらに制限されるものではない。 

倫理委員会は、懲戒手続きを継続する前に、調査結果を被告発者と告発者に提示するものとする。 

 

 



合意による解決 

被告発者が告発された違反の責任を受け入れた場合、倫理委員会はその事案の詳細や前例および NSCA ジャ

パンの利益に基づいて適切な制裁措置を提案できる。被告発者が提案された制裁措置に同意すれば、被告発者

は聴聞委員会の開催を要請する権利を放棄したとみなされ、制裁決議は最終となり拘束力をもつことになる。 

被告発者が責任を否定し、また（は）提案された制裁措置を拒否した場合は、次の節で記述されるように、

被告発者は聴聞委員会への上訴を求めることができる。聴聞委員会に対する要請はすべて書面で NSCA ジャパ

ン事務局長に宛て、以下のアドレスに提出しなければならない。 

nscajapan@nsca-japan.or.jp. 

 

適切に通知された被告発者が、合意手続きを経た解決に従わなかった場合、または適時に回答しなかった場

合は、倫理委員会は最終的な制裁を科すことができる。 

 

聴聞 

もし被告発者が聴聞による意見聴取を要請する場合は、聴聞委員会が事務局長によって任命される。聴聞委

員会は、理事および顧問弁護士で構成される。聴聞委員は自ら議長を決定する。 

聴聞委員会は、被告発者の行動が「専門職の倫理規程」の違反となるかを決定し、違反となる場合には適切

な制裁措置を決定する責任を果たす。 

 

通知 議長は、通知が必要な個人全員に適切な通知を保証し、手続き上の決定を行い、聴聞委員会を開催し、

理由を記載した裁定書を書く責任を負う。 

適切な通知を行った後、被告発者が聴聞委員会に出席しない場合には、聴聞委員会は本人が出頭しないまま意

見聴取を進めることができる。 

 

手続き 聴聞委員会は、裁判ではないため、法廷で通常用いる裁判規則や証拠による制限を受けることはない。

NSCA ジャパンの聴聞委員会は、公正な基準の下で運営され、その基準には、被告発者は告発された事件または

聴聞対象となっている方針違反に関して、また意見聴取の機会について、事前に通告される権利が含まれる。

さらに、被告発者は、以下の聴聞手続き上の権利を有する。 

1.  事前に聴聞委員会の開催を通知される権利（通知書には、聴聞委員会の開始場所と日時だけ でなく、

聴聞委員会の委員と証人の氏名も含まれる）。 

2. 利益相反がある場合に、聴聞委員会の委員に対し異議を申し立てる権利。 

3. 聴聞委員会に提出された書面と告発内容を事前に知り検討する権利。 

4.  聴聞委員会に相談者／弁護士を同伴する権利。 

5. 公正で偏らない聴聞に対する権利 

6. 被告発者にとって不利な証人の証言に対して反論を述べ、証人を反対尋問する権利。 

7. 聴聞委員会に証人や情報を提示する権利（だたし、その関連性は聴聞委員会が決定できる） 

聴聞委員会での立証責任は告発者にあり、違反を明らかにするための立証基準は証拠の優越による。 

聴聞委員会の進行手順は、通常、以下の通りである。冒頭；告発者（該当する場合）の冒頭陳述、被告発者

の冒頭陳述、他の重要証人（該当する場合）の証言／質問、聴聞委員からの質問、告発者（該当する場合）か



らの最終陳述、被告発者のからの最終陳述。 

聴聞委員会は、進行手順のどの段階においても時間制限を設けることができる。 

被告発者が複数いる場合、聴聞委員会は、この事案に関する聴聞委員会を個別に開くか同時に行うかの決定

を行う。被告発者は、この決定に関わる情報を聴聞委員会に予め提出することができる。 

すべての聴聞は非公開で行われ、聴聞委員会の決定に従って、対面で行う場合も、電話で行う場合も、また

は電子的手段によって行う場合もある。 

 

証人 聴聞委員会の委員は、本件に関わる情報をもつ、いかなる証人の出席も要請できる。証人が氏名を明か

さないか、聴聞委員会に出席できない場合は、彼／彼女の証言を責任の有無を決定する唯一の、または本質的

な根拠とすることはできない。証人の証言が必要で、証人が氏名を明らかにできないか、聴聞委員会に出席で

きない場合、聴聞委員会は証言を中止または却下できる。 

被告発者は自分に代わり意見を述べる重要参考人を同伴できるが、証人の氏名と証言内容を予め聴聞委員会

に文書で通知しなければならない。聴聞委員会は、どの範囲の証人が聴聞委員会で証言が許されるかを、質問

の重要性と提供される情報の関連性を考慮して決定できる。 

聴聞委員会により考慮される情報：聴聞委員会は、文書や聴取された意見を含め、関連性があるとみなされ

るすべての情報を検討できる。聴聞委員会が開催中、審議対象の事実の検証や鑑定意見など、追加の情報を必

要とする場合は、聴聞委員会はかかる情報を要請し、かかる情報が入手できるまでしばらく裁定を見合わせる

ことができる。被告発者は、裁定結果の検討に用いられる追加情報に対しても回答する権利を有する。 

 

裁定結果 聴聞委員会の裁定は、多数決による。聴聞委員会は、被告発者が違反を犯したと判断した場合は、

委員は適切な制裁措置を決定し発動できる。聴聞委員会の裁定は最終的であり拘束力を有する。 

 

制裁措置 

「専門職の倫理規程」のいかなる違反も、以下のリストから、それらを含むがそれらに限定されない制裁措

置（単独または複数）をもたらす。適切な制裁を決定する際には、違反の本質とそれを取り巻く周辺事情、被

告発者の責任の引き受け、過去の違反、被告発者に対する制裁の影響、前例、高い基準と高潔性の維持に対す

る NSCA ジャパンの関心、さらに聴聞委員会によって適切であるとみなされた他のあらゆる関連情報が考慮さ

れる。 

 

可能な制裁措置には以下が含まれるが、以下に限定されない。 

1. 訓戒：書面による戒告で、NSCA ジャパンの個人記録に記録される倫理委員会による活動停止（中止）

通知に含まれるが、それに限定されない。 

2.  正式な譴責：議事録に記載される倫理委員会による公式裁定で、当事者の行為また（は）当事者の

NSCA ジャパンへの対応に対し、倫理委員会が公式に不満を表明する。 

3.  資格停止：資格認定者の有効な認定資格および／または会員としての権利と特典の一定期間または

無期限の停止。倫理委員会または聴聞委員会の判断により、資格停止となった当事者は、資格回復の

ための正式な請願を要求される場合がある。 

4.   執行猶予：資格停止の代わりに、NSCA ジャパン による執行猶予期間が設定され、期間の満了に特定



の条件を設けることができる。 

5. 資格取消し：資格認定者の有効な認定資格および／または会員としての権利と特典の永久的、一定期

間または無期限の取消し。取消し期間後に資格が自動的に回復されることはない。倫理委員会または

聴聞委員会は、当事者が資格認定に再度出願するための特定の条件を定めることができる。 

6.  資格認定試験のための出願資格の否認：資格認定のための出願資格が、一定期間または無期限に除外

される。資格の回復には、当事者は事態の再検討を資格認定委員会に請願し、かかる再検討が行われ

るべき理由を説明しなければならない。 

7.  能力の継続を証明するための強制的な再受験または研修：研修を満了しない場合や試験に合格しな

い場合、認定資格は一定期間または無期限に停止される。 

8. 資格剥奪：再受験により、資格を再取得する権利が一定期間または無期限に剥奪される。 

9.  解任：被告発者が、NSCA ジャパンの組織に携わる役職を担っている場合、NSCA ジャパンの定款、方

針および手続きの適用可能な条項に従い、当事者をその遂行中の職務から解任する。 

 

公式な制裁と関連づけて、NSCA ジャパンは罰金や教育的課題の要求、その他必要かつ適切とみなされる条件を

課すことができる。 

また上記の制裁措置は、被告発者が規程違反を起こした時点での会員状況および役職における立場を考慮し、

決定する。 

 

聴聞委員会の裁定結果の通告および記録 

聴聞委員会の議長は、簡単な裁定理由と裁定結果を書面で説明するために聴聞委員会裁定書を作成し、被告

発者に送付するものとする。裁定結果は告発者にも通知される。 

裁定結果が認定資格の停止または取消し、職務の解任となった違反は、聴聞委員会の判断により、NSCA ジ

ャパンのウェブサイト等で公表されることがある。このような通知には、被告発者の氏名、違反した規則、科

された制裁措置が含まれる。制裁は NSCA ジャパンの個人履歴に記録され永久に保存される。 

 

他の機関への報告と関連訴訟 

調査の過程で、万一、犯罪行為が起きたと疑われる場合は、事務局長またはその指名代理人が、かかる申し

立てを適切な法執行機関に通報するものとする。 

刑法の違反を明らかにする基準は、「専門職の倫理規程」の違反を明らかにする基準とは異なるため、刑事

裁判の結果がどのようであるかにかかわらず、刑事訴訟手続きの判決によって、（関連する場合もあるが）NSCA

ジャパンの規則に対する違反が起きたか否かが決定されることはない。 

また通常は、(a)同一の事件あるいは行為に関して民事または刑事訴訟が起こされた、または(b)告発が棄却

されるか取り下げられた、または(c)訴訟が決着または棄却されたことを根拠として、NSCA ジャパンの手続き

や裁定が変更または省略されることはない。 

しかし、NSCA ジャパンは、法的手続きとの対立や妨害を避けるために、調査や裁定手続きを延期する場合が

ある。また、かかる訴訟手続きをもたらした事件や行為に関する刑事責任の調査中に、法執行機関の要請に応

じることがある。 

被告発者がある犯罪に関して有罪を宜告された場合、または原因となる違反行為に関連して刑事処分を受け



た場合は、倫理委員会は、聴聞委員会を開くことなく調査を行い、関連する NSCA ジャパン規程の違反が起き

たと結論することができる。違反が起きたとの結論に達した場合は、聴聞委員会が、有罪判決を受けた者また

は刑事処分の適用を受けた者が実際に被告発者と同一人物であることを確認することを条件に、倫理委員会は

制裁措置を発令できる。 

同様に、専門職団体、世界アンチドーピング規程加盟国、米国安全スポーツセンター、または正当な法の手

続きを実施する同種の専門機関により、被告発者が責任を問われ制裁を受けた場合は、倫理委員会は調査を行

い、聴聞委員会を開くことなく、NSCA ジャパンの規程違反が起きたと結論できる。規程違反が起きたという結

論に達した場合は、倫理委員会は制裁を発令できる。 

 

訴訟手続きの秘密保持 

本文書に明記されている場合を除き、違反が疑われる事案に関する調査や意見聴取または裁定の過程で作成

または受理されたすべての情報、記録、報告、複写、その他あらゆる種類の文書の秘密は NSCA ジャパンによ

り保持される。 

以上 


